
◎令和８年度一般会計予算　42億9千2百万円

○一般会計歳入 （単位：千円）

     款 本年度 前年度 比　較 説　　　　明

1 村 税 666,180 648,511 17,669
村民税、固定資産税、軽自動車税、
村たばこ税、入湯税

2 地 方 譲 与 税 74,000 75,500 △ 1,500
地方揮発油譲与税、自動車重量譲与
税、森林環境譲与税

3 利 子 割 交 付 金 150 100 50
預金利子等の所得に分離課税された
県民税から一定割合が交付

4 配 当 割 交 付 金 2,000 1,800 200
特定配当等の額に分離課税された県
民税から一定割合が交付

5
株式等譲渡所得割
交付金

2,000 2,000 0
特定株式等譲渡所得に分離課税され
た県民税から一定割合が交付

6 法人事業税交付金 9,500 8,500 1,000
県に納付された法人事業税(5.4%)に
相当する額を村に交付

7 地方消費税交付金 95,000 95,000 0
消費税10%のうち、国7.8%・地方2.2%
（県1/2、市町村1/2）

8
自動車取得税交付
金

1 1 0
自動車取得税の一定額が村道の延長
と面積を基準に交付

9 環境性能割交付金 8,000 7,000 1,000
自動車税環境性能割の一定割合が村
道の延長と面積を基準に交付

10 地方特例交付金 1,000 1,001 △ 1 減収補てん特例交付金

11 地 方 交 付 税 1,832,000 1,732,000 100,000
村の基準財政収入額と基準財政需要
額の差を国が交付

12
交通安全対策特別
交付金

950 950 0
交通反則金が配分され道路交通安全
施設整備に充当

13 分担金及び負担金 9,554 9,297 257
学校給食費負担金、派遣職員人件費
負担金など

14 使用料及び手数料 20,561 18,658 1,903
村営住宅や体育施設の使用料、公共
物占用料、各種証明手数料など

15 国 庫 支 出 金 256,506 218,951 37,555
障害者福祉サービス費等負担金、
社会資本整備総合交付金など

16 県 支 出 金 192,628 217,729 △ 25,101
障害福祉・児童福祉・社会福祉補助金、
農林業費補助金など

17 財 産 収 入 28,750 44,737 △ 15,987
土地、建物の貸付料、基金の預金利
子など

18 寄 附 金 70,002 70,002 0
ふるさと納税寄附金や企業版ふるさ
と納税寄付金など

19 繰 入 金 579,097 678,051 △ 98,954 村の基金からの繰入れ

20 繰 越 金 50,000 50,000 0 前年度決算後の余剰金

21 諸 収 入 97,321 150,512 △ 53,191
預金利子、観光施設事業収入及び宝
くじ助成金などの諸収入等

22 村 債 296,800 211,700 85,100 過疎対策事業債、臨時財政対策債

4,292,000 4,242,000 50,000

1,521,465 1,669,768 △ 148,303

　令和８年度の一般会計、特別会計及び事業会計の予算は3月5日開会の定例村議会において
提出され、きめ細かい審議を経て3月13日原案どおり可決されました。
  一般会計の予算は42億9千2百万円で、前年度に比べ約1.18％の増額となりました。

歳入合計のうち自主財源

歳 入 合 計



○一般会計歳出 （単位：千円）

     款 本年度 前年度 比　較 説　　　　明

1 議 会 費 71,035 69,136 1,899 村議会の活動に要する経費

2 総 務 費 969,191 1,108,261 △ 139,070
人事、企画、財政、情報政策、徴
税、戸籍、選挙、交通安全など

3 民 生 費 679,419 676,806 2,613
障害者福祉、児童福祉、高齢者福
祉、福祉医療、保育所など
国保・介護各会計への支出など

4 衛 生 費 448,414 414,591 33,823
総合検診、予防接種、環境衛生、健
康管理センター、簡水・後期高齢各
会計への支出など

5 労 働 費 44 44 0
労働関係各団体への負担金・補助金
の支出など

6 農 林 水 産 業 費 321,003 361,849 △ 40,846
農業委員会、農業土木、農業・畜産
振興、林業・水産業費など

7 商 工 費 252,306 210,615 41,691 商工業振興、観光振興

8 土 木 費 362,129 284,840 77,289
道路、橋梁、河川、除雪経費、下水
道会計への支出など

9 消 防 費 178,157 174,752 3,405
広域消防への負担金、消防団経費な
ど

10 教 育 費 478,589 415,907 62,682
学校教育のほか、生涯学習やスポー
ツ振興など

11 災 害 復 旧 費 3 3 0
大雨、暴風、地震などの災害による
被災施設の復旧費

12 公 債 費 528,710 522,196 6,514 村債の元金・利子

13 諸 支 出 0 0 0

14 予 備 費 3,000 3,000 0
予算外の支出または予算超過の支出
に充てる経費

4,292,000 4,242,000 50,000

（単位：千円）

本年度 前年度 比　較 説　　　　明

657,973 695,465 △ 37,492
社会保険、共済組合等の加入者以外
の医療費給付事業

687,849 674,836 13,013 介護予防、介護サービス事業

92,989 78,252 14,737
75歳以上（一定の障害等がある人は
65歳以上）の者の医療費給付事業

本年度 前年度 比　較 6つの簡易水道事業の管理運営

収 益 的 収 入 121,507 129,095 △ 7,588 経営活動に伴う収益

収 益 的 支 出 122,574 128,108 △ 5,534 経営活動に伴う費用

資 本 的 収 入 30,272 5,657 24,615 企業債、他会計繰入金

資 本 的 支 出 38,972 14,992 23,980 建設改良費、企業債償還金

本年度 前年度 比　較
農集排、特環公共下水道事業の管理
運営

収 益 的 収 入 168,328 213,114 △ 44,786 経営活動に伴う収益

収 益 的 支 出 69,555 213,114 △ 143,559 経営活動に伴う費用

資 本 的 収 入 181,246 48,394 132,852 その他資本的収入、出資金

資 本 的 支 出 75,354 69,338 6,016 建設改良費、企業債償還金

※事業会計については今年度から、これまでの特別会計から事業会計へ

　会計方式が変更となったため前年度との比較はありません。

○特別会計予算

歳 出 合 計

後 期 高 齢 者 医 療

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

特 別 会 計 名

簡 易 水 道 事 業

下 水 道 事 業

○事業会計予算



歳　入　歳　出　予　算　款　別　比　較
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（歳入）

・市町村交付金（社会保障財源化分） 50,000 千円

（歳出）

・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 260,707 千円

（単位：千円）

国・県支出金 地方債 その他
社会保障財源
化分の市町村

交付金
その他

　福祉団体事業 57,337 26,150 31,187

　障害者福祉総務費 140,292 96,240 2,131 19,119 22,802

　児童福祉総務費 63,078 52,703 1 4,731 5,643

260,707 148,943 2,132 50,000 59,632

社
会
福
祉

合　　　　　　計

一般財源特　定　財　源

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費に関する調書

事　　　業　　　名 経　費

財　　源　　内　　訳



令和８年度当初予算の主要事業 

 

●主要事業 

 

 ○地域通貨「おぜだっペイ」キャンペーン事業 

    地域通貨「おぜだっペイ」に係る、片品村転入者・新生児誕生応援ポイン

ト付与事業や通年ポイント還元キャンペーン事業を実施。 

 

 ○行政サービスデジタル活用推進事業 

    電子入札の導入、生成ＡＩを導入し業務の効率化、ＬＩＮＥを活用したデ

ジタル推進、住民課窓口にて現金以外の支払に対応したセミセルフレジの導

入。 

 

 ○除雪体制確保事業 

    冬期における安全な道路交通を確保するため除雪機械の整備。 

 

 ○鎌田エリア再整備事業コンサルティング事業 

    鎌田エリアの再整備について、計画策定や事業スケジュールの整理、検討

委員会の運営支援などの業務を委託。 

 

  ○若者・子育て世代定着に向けた住宅建設アドバイザリー事業 

若者の定住や子育て世代等のＵ･Ｉターンを促進。 


